
別紙３（山村活性化対策に関する事業に係る運用）

第１ 趣旨

実施要綱第２の１の（２）の②に掲げる山村活性化対策の運用については、実施要綱、

実施要領によるほか、この運用に定めるところによる。

第２ 事業内容等

山村活性化対策は、山村の活性化に向けて、農林水産業及びその基盤となる農山漁村

の振興を図る次に掲げる取組を重点的に支援するものであり、地域資源を活用して山村

の所得や雇用の増大を図るために行う次に掲げる取組に対する交付金（以下「山村活性

化支援交付金」という。）を交付する。

なお、具体的な事業内容、事業実施主体、交付金の交付を受けるための選定要件等は

別表に定めるものとする。

山村活性化対策

１ 地域資源の賦存状況・利用形態等の調査

２ 地域資源を活用するための合意形成、組織づくり、人材育成

３ 地域資源の消費拡大や販売促進、付加価値向上等を図る取組

第３ 事業実施期間

本事業の実施期間は、原則として、３年間を上限とする。

第４ 事業実施の手続

１ 事業実施主体は、事業の開始年度において、別紙４に定めるところにより、事業の

内容を取りまとめの上、実施要綱第４に定める事業実施計画を地方農政局長等（事業

を実施しようとする地域が北海道に所在する場合にあっては、農林水産省農村振興局

長（以下「農村振興局長」という。）、それ以外の都府県に所在する場合にあっては、

地方農政局長という。以下同じ）に提出するものとする。

２ 事業実施計画策定の留意事項

事業実施計画には、別紙４に定めることにより、事業実施計画の期間内における事

業の実施によって、実現しようとする目標（所得や雇用等に係る事業目標）を設ける

ものとする

３ 地方農政局長等は、１により提出された事業実施計画の内容、対象経費等を審査し、

実施要綱、実施要領等に照らして適当であると認める場合には、事業の採択を決定し、

事業実施主体に事業採択通知を交付するものとする。

４ 事業実施主体は、事業の開始年度の翌年度以降において、毎年度、別紙４に定める

ところにより、年度別事業実施計画を策定し、地方農政局長等に提出するものとする。

５ 地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、３により採択した事業実施計画並び

に４により提出された年度別事業実施計画について、別紙４に定めるところにより、



これを農村振興局長に報告するものとする

６ 別紙４に定める事業実施計画の重要な変更については、１及び４に準じて変更を行

うものとする。

第５ 助成

国は、予算の範囲内で、別紙４に定めるところにより、事業実施主体に助成するもの

とする。

第６ 完了報告

事業実施主体は、第４の３により地方農政局長等が採択した事業実施計画に基づく全

ての事業が完了したときは、別紙２に定めるところにより、地方農政局長等に報告する

ものとする。。

第７ 事業実施結果の評価

１ 事業実施主体は、別紙４に定めるところにより、目標年度（事業完了年度）までの

毎年度、事業実施計画に定められた目標の達成状況等について評価を行い、学識経験

者等第三者の意見を聴いた上で、地方農政局長等に報告するとともに、これを公表す

るものとする。

２ １により報告を受けた地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、別紙４に定め

るところにより、事業実施主体から報告された当該評価結果を農村振興局長に報告す

るものとする。

３ １により報告を受けた地方農政局長等は、目標の達成状況が低調な事業実施主体に

対して重点的な指導、助言等を行うとともに、その結果を公表するものとする。



別表

事項 具体的な事業内容 事業実施主体 選定要件 交付率及び
助成額

山 村 （１）地域資源の賦存状況・利用形態等の調査 以 下 の い ず れ か 以 下 の 要 件 を 全 て 満 交 付 率 及 び 助 成

活 性 ア そ の 地 域 の 農 林 水 産 物 や そ の 加 工 品 等 の の 要 件 を 満 た す たすこと。 額 は 、 以 下 の と

化 対 賦 存 量 、 利 用 状 況 ・ 形 態 、 潜 在 的 な 活 用 可 こと。 おりとする。

策 能量・方法等の調査等

（ １ ） 振 興 山 村 （ １ ） 事 業 の 実 施 対 （１）交付率は、

イ 農 林 水 産 業 に 関 連 す る 地 域 人 材 や そ の ノ を 有 す る 市 象 が 振 興 山 村 定額とする。

ウ ハ ウ 、 伝 統 的 な 技 術 ・ 知 恵 、 既 存 の 加 工 町村 で あ っ て 、 山

販売施設、固有の自然・景観等の調査 村 振 興 法 に 基 （ ２ ） 各 年 度 の

（ ２ ） 地 域 協 議 づ き 山 村 振 興 助 成 額 の 上

（ ２ ） 地 域 資 源 を 活 用 す る た め の 合 意 形 成 、 組 織 会 計 画 が 作 成 さ 限は 、 事 業

づくり、人材育成 れ 、 山 村 振 興 実 施 主 体 当

ア 農 業 者 ・ 林 業 者 を は じ め と す る 地 域 住 民 に 取 り 組 ん で た り 1 , 0 0 0

が 協 力 し て 行 う 地 域 資 源 の 活 用 に 向 け た 住 い る 地 区 で あ 万 円 を 上 限

民 意 向 調 査 、 実 施 体 制 づ く り や 活 動 組 織 づ ること。 とする。

く り に 向 け た ワ ー ク シ ョ ッ プ 開 催 、 活 動 計

画づくりに向けた調査・検討等 （ ２ ） 事 業 実 施 主 体

イ 取 組 実 施 や 人 材 育 成 に 必 要 な 技 術 や ノ ウ が 地 域 協 議 会

ハウ等の実践研修等 の 場 合 は 、 別

紙 ４ の 第 ６ に

（ ３ ） 地 域 資 源 の 消 費 拡 大 や 販 売 促 進 、 付 加 価 定 め る 協 定 を

値向上等を図る取組 定 め た 団 体 で

ア 地 域 資 源 を 活 用 し た 特 産 物 等 の 生 産 ・ 加 あ り 、 構 成 員

工 ・ 販 売 の 促 進 に 向 け た マ ー ケ テ ィ ン グ 調 に 市 町 村 を 含

査、販売先現地調査等 むこと。

イ そ の 地 域 の 農 林 水 産 物 を 使 っ た 特 産 物 等

の 生 産 拡 大 ・ 商 品 開 発 、 既 存 直 売 所 の 活 用

や 直 販 シ ス テ ム の 導 入 等 に よ る 販 売 実 践 、

Ｉ Ｃ Ｔ や パ ン フ レ ッ ト 、 現 地 説 明 看 板 等 を

使 っ た 情 報 発 信 、 商 品 パ ッ ケ ー ジ 等 の デ ザ

イン検討等
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